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意見募集及び再意見募集の概要 1

ＮＧＮの具体的なアンバンドルの在り方についての検証、その他、接続ルールについての検討を行う際の参考とするため、広く接続ルールに関し、平成28年12月28日（水）より平成29
年２月１日（水）までの間、意見募集を行い、さらに同年２月４日（土）から同年２月17日（金）までの間、再意見募集を行ったところ、18件の意見及び19件の再意見が提出された。

件数 提出者

意見

ＮＴＴ東日本・西日本： ２件 東日本電信電話株式会社（ＮＴＴ東日本）、西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）

全国大手： ２件 ＫＤＤＩ株式会社、ソフトバンク株式会社

ＩＳＰ系： ４件 株式会社グッドコミュニケーションズ、株式会社つなぐネットコミュニケーションズ（つなぐネット）、日本ネットワークイネイ
ブラー株式会社（ＪＰＮＥ）、ファミリーネット・ジャパン株式会社（ファミリーネット）、

電 力 系： ２件 株式会社ケイ・オプティコム、中部テレコミュニケーション株式会社（ＣＴＣ）

長距離系： ３件 楽天コミュニケーションズ株式会社（楽天コム）、ＺＩＰ Ｔｅｌｅｃｏｍ株式会社（ＺＩＰ）、株式会社アイ・ピー・エス（ＩＰＳ）

その他： ２件 一般社団法人テレコムサービス協会（テレサ協）、一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会（ＪＡＩＰＡ）

個人：３件

合計 １８件

再意見

ＮＴＴ東日本・西日本： ２件 東日本電信電話株式会社（ＮＴＴ東日本）、西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）

全国大手： ２件 ＫＤＤＩ株式会社、ソフトバンク株式会社

ＩＳＰ系： ４件 株式会社グッドコミュニケーションズ、日本ネットワークイネイブラー株式会社（ＪＰＮＥ）、ＢＢＩＸ株式会社、ファミリーネッ
ト・ジャパン株式会社（ファミリーネット）

電 力 系： １件 株式会社ケイ・オプティコム

長距離系： ４件 楽天コミュニケーションズ株式会社（楽天コム）、ＺＩＰ Ｔｅｌｅｃｏｍ株式会社（ＺＩＰ）、株式会社アイ・ピー・エス（ＩＰＳ）、Ｃｏｌｔテクノロ
ジーサービス株式会社（Ｃｏｌｔ）

その他： ２件 一般社団法人テレコムサービス協会（テレサ協）、一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会（ＪＡＩＰＡ）

個人：３件

合計 １９件

※ 資料の構成上、総務省において、同種の意見をまとめるなど、分類項目の整理を行っている。また、提出された意見及び再意見の全文については、以下の報道資料において公表。

・次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等の接続ルールに関する意見募集の結果及び再意見募集（平成29年２月３日）（http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_02000409.html）
・次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等の接続ルールに関する再意見募集の結果（平成29年２月21日）（http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_02000412.html）

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_02000409.html


０．総論 2提案募集項目

主な意見

■ＮＧＮのオープン化（グッドミュニケーションズ、テレサ協、ＮＴＴ東日本・西日本）

○ ＮＧＮの網機能のうち、未開放のものは速やかにアンバンドル化を推進すべき。（グッドコミュニケーションズ）

○ 新たにアンバンドル化される機能及びサービスメニューなどについて、接続事業者が利用しやすい制度と料金で提供されることを強く望む。（テレサ協）

○ 今後とも他事業者からの意見を伺いながら、ＮＧＮのオープン化や利用促進の取組みを積極的に進めていく。ただし、新たなアンバンドル要望にあたっ

ては、接続事業者が要望する具体的な要件を踏まえ、接続可否や利用条件、接続事業者が負担する費用等について、個々の要望毎に丁寧に検討を進

めていく必要がある。（NTT東日本・西日本）

○ ＮＧＮのデータ系サービス（ＰＰＰｏＥ接続、ＶＰＮ接続）においても、モバイルサービスと同様に事業者が固有設備を設置する接続形態について広く議論

されることを要望。（グッドコミュニケーションズ）

■データ系サービスの接続形態（グッドミュニケーションズ）

○ 市場環境・競争環境の変化を踏まえ、今回の意見募集で掲げられた各項目の検討よりもまず、ＮＧＮを第一種指定電気通信設備規制の対象から除外

することについて議論をしていただきたい。仮に、ＮＧＮを第一種指定電気通信設備の対象から直ちに除外できないとしても、ネットワークの高度化を妨

げ我が国だけが世界的に見て特異な競争環境にならないよう、また、サービス創造等の新たな価値創造の芽を摘んだり、ビジネス変革による市場拡大に

向けた取組みの妨げにならないようにすべき。（ＮＴＴ東日本・西日本）

■ＮＧＮに係る指定設備規制（ＮＴＴ東日本・西日本）



１．ＮＧＮを活用した音声サービスの提供 3

優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能を利用するに当たり、情郵審答申（平成28年（2016年）11月）において、情郵審から総務省に対し、現在ＶＮＥ事業者が接

続している「ＮＧＮにおけるゲートウェイルータについては、10Ｇｂｐｓ又は100Ｇｂｐｓの単位のポートのみが用意されていることから、ＮＴＴ東日本・西日本に対し、接続事業者からの要望を

踏まえ、ＮＧＮのゲートウェイルータと接続事業者のＩＰ網を直接接続する場合は、より容量の小さいベースでの接続にも対応するよう検討することを要請すること」が要望され、同日、総

務省からＮＴＴ東日本・西日本に対し、同内容の要請を行った。

この点について、今後、競争事業者が優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能を利用することに関して、留意すべき点はあるか。

提案募集項目

（１）優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能の利用におけるゲートウェイルータでの接続の小容量化

主な意見

■ゲートウェイルータ（ＩＰｏＥ方式）の接続用ポートの小容量化
（楽天コム、つなぐネット、テレサ協、ＣＴＣ、ＪＡＩＰＡ、ＺＩＰ、ＩＰＳ、ファミリーネット、ＮＴＴ東日本・西日本、個人、インターネットマルチフィード）

○ より小さい単位での接続が実現すれば、地域事業者のスモールスタートでの新規参入が可能となり、また、新たな企業の創業などの効果も見込まれる。

（ＪＡＩＰＡ）

○ 容量の小さいインタフェースを求める具体的な利用要望が接続事業者からあれば、優先転送機能の利用如何にかかわらず、技術的に可能な限り提供

していく。また、小容量化については、ＶＮＥ事業者のビジネスへの影響にも留意すべき。（ＮＴＴ東日本・西日本）

○ ＮＧＮとＩＰ－ＩＰ接続するインターフェースについては、必要に応じてゲートウェイルータ以外の機器の設定が必要。（ＣＴＣ）

○ ＩＰ－ＩＰ接続におけるインタフェースについては、音声接続における必要性を考慮し、具体的な利用要望が接続事業者からあれば、より小容量のメニューを

提供していく。（ＮＴＴ東日本・西日本）

■ＩＰ－ＩＰ接続におけるインターフェース（ＣＴＣ、ＮＴＴ東日本・西日本）



１．ＮＧＮを活用した音声サービスの提供 4

そのほか、優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能を利用することに関して、検討すべき事項はあるか。

提案募集項目

（２）優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能の利用

主な意見

■優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能の利用に係る情報共有（つなぐネット、ＪＰＮＥ、ＫＤＤＩ、ＮＴＴ東日本・西日本）

○ ＮＴＴは事業者の情報開示の要請に対して引き続き積極的に情報を開示し、事業者間協議が速やかに進む様配慮を希望。（ＺＩＰ）

○ ＮＴＴ東日本・西日本は、接続事業者から優先パケット識別機能等と関連する協議を受けた際には、協議が長期に渡らないように対応いただきたい。

（楽天コム）

○ 優先転送機能に限らず、接続事業者が新たにＮＧＮを利用する上で必要な情報については、他事業者のご要望も踏まえながら、可能な限り提供・開示に

取り組み、円滑な協議の実現に努めていく。（ＮＴＴ東日本・西日本）

■接続協議の長期化（楽天コム、テレサ協、ＺＩＰ、ＮＴＴ東日本・西日本）

■ネットワーク中立性（ＪＡＩＰＡ、ファミリーネット、ＮＴＴ東日本・西日本）

○ 複数の事業者間で、連携した適切な申込・管理スキームが必要。また設計上、網内リソース（総優先帯域の上限など）の上限が存在することも想定さ

れ、当事者間での接続協議等を実施・合意の上で利用できるような契約形態の整備、並びに優先帯域の契約数及び総優先契約帯域の情報等の共有が

実現される事を希望。（ＪＰＮＥ）

○ 優先機能のリソースに上限があるのであれば、新規事業者の参入等の検討のため、また、ベストエフォートサービスで利用可能な残リソースの把握等

のために、その上限値や、現在、どの程度のリソースが利用されているのか等の情報について、情報開示が必要。（ＫＤＤＩ）

○ 優先転送機能の品質等に係る利用条件や運用ルール等について、個々のご要望を踏まえつつ丁寧に検討を進めていく。したがって、優先転送機能を

利用したサービスを提供される他事業者に対し、当社の設備の状態を常に情報開示する等までは行う必要はない。（ＮＴＴ東日本・西日本）

○ 優先転送機能においては、例えばハイパージャイアンツなどによって優先パケットの買い占めが行われる恐れがある等懸念もある。そのため、ＮＴＴ東日

本・西日本や接続事業者間における公平なＮＧＮの利用方法について、議論が必要。（ＪＡＩＰＡ）

○ 優先転送機能の利用にあたっては、機能を利用する当社利用部門及び接続事業者サービス間のリソース利用の公平性・同等性を担保することが重要で

あると認識しているが、同時に、既に提供しているサービスの品質や他のお客様の通信に支障が及ばないようにする必要がある。（ＮＴＴ東日本・西日本）



１．ＮＧＮを活用した音声サービスの提供 5

現在、固定電話網の移行後のＩＰ網のあるべき姿については、情報通信審議会電気通信事業政策部会電話網移行円滑化委員会において議論されているところである。現在、競争事
業者は、ＮＴＴ東日本・西日本のＩＧＳ交換機と接続して、ひかり電話との発着信を実現しているが、移行後はＮＧＮとＩＰ－ＩＰ接続することによりＮＴＴ東日本・西日本のひかり電話との発着
信を行うことになると見られている。

同委員会での検討状況を踏まえつつ、ＮＧＮとのＩＰ－ＩＰ接続に係る接続ルールに関して、検討すべき事項はあるか。

提案募集項目

（３）電話網移行円滑化委員会での検討状況を踏まえたＮＧＮとのＩＰーＩＰ接続に係る接続ルール

主な意見

■ＮＧＮの県間伝送路の第一種指定設備化（楽天コム、グッドコミュニケーションズ、ＣＴＣ、ＪＡＩＰＡ、ＺＩＰ、ＫＤＤＩ、ソフトバンク、Ｃｏｌｔ、ＮＴＴ東日本・西日本）

○ ＧＷルータと中継ルータが異なる都道府県に設置されている場合、両ルータを接続する県間伝送路は非指定設備であるので、指定化によるコスト抑制を

検討すべき。（楽天コム）

○ ＩＰ網への移行が行われた際には、県間ネットワークを不可避的に利用することになるため、ＮＧＮの県間ネットワークを第一種指定電気通信設備の対

象とすべき。（ソフトバンク）

○ ＮＧＮの県間伝送路について、料金その他の提供条件の適正性、公平性や透明性等を確保するための何らかの措置を講ずる必要がある。（ＣＴＣ）

〇 移行後は、各社のＩＰ網は、原則二社間の直接接続となるため、当社の県間伝送路にのみ非対称規制を課す理由はない。また、ＮＧＮの県間伝送路に不

可欠性がないことは明らかであり、第一種指定電気通信設備化といった非対称な規制は必要ない。（ＮＴＴ東日本・西日本）

■ＩＰ網への移行の先後による負担の公平性（ＣＴＣ，ＫＤＤＩ、ＮＴＴ東日本・西日本）

○ 早期にＩＰ網へ移行する接続事業者と、後にＩＰ網へ移行する接続事業者とで接続料負担等において不公平な取扱いが生じないような考慮が必要。また、

特に後にＰＳＴＮと接続廃止する接続事業者にとって過度なＰＳＴＮ接続料の負担が生じることから、今後の接続料算定において考慮が必要。（ＣＴＣ）

○ ＮＧＮとのＩＰ-ＩＰ接続を先に行う事業者と後で行う事業者、又は、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行を先に行う事業者と後で行う事業者で、その順序性に起因し

て、接続料負担等において不公平な取り扱いが生じないような検討が必要。（ＫＤＤＩ）

〇 ＩＰ－ＩＰ接続への移行後の事業者間精算方法については、今後、事業者間で協議を進める予定。移行期の事業者間精算方法については、ご指摘の点

も踏まえつつ、当社と他事業者との間に係るものだけでなく、他事業者相互間に係るものについても検討を行っていく必要がある。

（ＮＴＴ東日本・西日本）



１．ＮＧＮを活用した音声サービスの提供 6

現在、固定電話網の移行後のＩＰ網のあるべき姿については、情報通信審議会電気通信事業政策部会電話網移行円滑化委員会において議論されているところである。現在、競争事
業者は、ＮＴＴ東日本・西日本のＩＧＳ交換機と接続して、ひかり電話との発着信を実現しているが、移行後はＮＧＮとＩＰ－ＩＰ接続することによりＮＴＴ東日本・西日本のひかり電話との発着
信を行うことになると見られている。

同委員会での検討状況を踏まえつつ、ＮＧＮとのＩＰ－ＩＰ接続に係る接続ルールに関して、検討すべき事項はあるか。

提案募集項目

（３）電話網移行円滑化委員会での検討状況を踏まえたＮＧＮとのＩＰーＩＰ接続に係る接続ルール

主な意見

■その他（ケイ・オプティコム、つなぐネット、ＮＴＴ東日本・西日本、ＩＰＳ、ソフトバンク、個人）

○ ＮＧＮとの接続においてもＮＴＴ東日本・西日本に通信設備（Ｌ２ＳＷ等）を設置いただく必要がある。 また、費用負担の適正性・公平性・透明性や安定

的・恒久的な提供のため、法規制・制度設計のもと、ＮＴＴ東日本・西日本による運用とすべき。 なお、接続機能については、狭帯域のメニューの提供に

ついても検討すべき。 （ケイ・オプティコム）

〇 ＩＰ網への移行後の「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内における通信設備については、現行のコロケーションルールに則り、各事業者が構築・設置することや、当社

が建設受託／保守受託することも可能であることから、当該設備に不可欠がないことは明らかであり、当該設備に第一種指定電気通信設備規制を課す

必要はない。また、当社は要望があれば、当該設備の資産を保有して卸提供することも可能とする考え。ＩＰ－ＩＰ接続におけるインタフェースについては、

具体的な利用要望があれば、より小容量のメニューを提供していく。（ＮＴＴ東日本・西日本）

○ 接続ルールの検討において「双方向番号ポータビリティ」及び「ロケーションポータビリティ」を実装していただきたい。（つなぐネット）

〇 双方向番号ポータビリティの実現にあたっては、お客様にできる限り追加負担をかけないようにする観点から、コストミニマムなサービス維持を可能とす

る実現方式や運用形態、更には実現に係る費用及びその負担方法について、事業者間で検討を進めていく。（ＮＴＴ東日本・西日本）

○ ＮＧＮをどのようにアンバンドルしていくかも含めて議論が必要。（ソフトバンク）

○ ＩＰ－ＩＰ接続の在り方については、電話網移行円滑化委員会や事業者間の意識合わせの場で整理を進めるべき。（ＮＴＴ東日本・西日本）



２．ＮＧＮを活用したデータ系サービスの提供 7

ＩＳＰ事業者によるＮＧＮの利用に関して、検討すべき事項はあるか。

提案募集項目

（１）ＩＳＰ事業者によるＮＧＮの利用

主な意見

■網終端装置（ＰＰＰｏＥ方式）の増設基準の見直し（楽天コム、グッドコミュニケーションズ、ＫＤＤＩ、ＪＡＩＰＡ、ファミリーネット、ＮＴＴ東日本・西日本）

○ 網終端装置の仕様は現状のインターネット利用環境と大きく乖離しているため、ＮＴＴ東日本・西日本は設備増強ポリシーをセッション数ベースからトラ

フィックベースに変更する等、速やかに設備の収容ポリシー等の見直しを行うべき。（ＪＡＩＰＡ）

〇 ユーザあたりのトラヒック増に対しては、ＮＴＥの増設基準の見直し・柔軟化に取り組んできた。収容局接続機能を利用する当社において増設基準の設

定を含めたＮＴＥの扱いを定めることが原則であると考えるものの、増設に係るコストを装置本体を含めて全額負担いただく代わりに、ＩＳＰ事業者が自由に

増設できる（当社が増設基準を設けない）メニューを提供することも検討する（西日本：追加する）考え。（ＮＴＴ東日本・西日本）

■網終端装置（ＰＰＰｏＥ方式）のサービスタイプ毎の収容制限の緩和（ＫＤＤＩ、ＮＴＴ東日本・西日本）

○ フレッツの各サービスタイプの収容の仕方が技術条件として定められており、同一の網終端装置群に収容されるサービスタイプの種類は同一である必

要がある。ＩＳＰ事業者が柔軟なサービス提供やサービス品質の設計等を行えるよう、上述の条件の緩和が必要。（ＫＤＤＩ）

〇 ＮＴＥによって収容するサービスタイプを変更する必要がある場合、もしくは同一サービスタイプであっても異なるＮＴＥへ収容する必要がある場合等には、

個別に協議に応じる考え。なお、実現に係るコストを負担いただければ、サービスタイプ等によって任意のＮＴＥにユーザ回線を収容するオプションを検

討する。（西日本：全額負担メニューを利用いただければ、収容サービスタイプの柔軟化も可能になる。）（ＮＴＴ東日本・西日本）

■網終端装置（ＰＰＰｏＥ方式）の仕様の開示（ＪＡＩＰＡ、ファミリーネット、ＮＴＴ東日本・西日本）

○ ＮＴＴ東日本・西日本と接続事業者間の個別のＮＤＡの上で情報開示されていることからＩＳＰ事業者同士のオープンな議論や団体交渉ができない状況。

ＮＴＴ東日本・西日本が網終端装置の仕様等を接続事業者全体へ開示することを要望。 （ＪＡＩＰＡ）

〇 接続の検討にあたって必要な情報については既にＨＰ上で開示している。また、必要に応じて複数の事業者との議論の場を設け、広く事業者の要望を

伺いながら、合意形成を図ってきた。今後も要望があれば、複数の事業者や代表団体との協議を実施していく考え。双方の営業情報が含まれる一部のド

キュメントについては、接続事業者からの要望もあり、守秘義務契約の締結の上、提示することとしているが、要望があれば関係事業者間で守秘義務契

約を締結した上で、合同協議を行うことも可能。（ＮＴＴ東日本・西日本）
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ＮＧＮを利用するＶＰＮサービスに関して、検討すべき事項はあるか。

提案募集項目

（２）ＮＧＮでのＶＰＮサービス

主な意見

■ＶＰＮサービスの開放（グッドコミュニケーションズ、テレサ協、ＮＴＴ東日本・西日本、ソフトバンク）

○ ＮＧＮ上でのＶＰＮサービスはＮＴＴ東日本・西日本利用部門による独占提供となっている。よって、本サービスに関するインタフェースを開放し、ＮＴＴ東日

本・西日本利用部門と接続事業者の同等性の確保が必要。（ソフトバンク）

○ 優先パケット転送機能を利用する優先クラスのＶＰＮサービスと従来から可能であったフレッツ・ＩＰｖ６オプションによる網内折り返し機能を利用したＶＰＮを

相互に接続できれば、ＮＧＮを利用したＶＰＮ構築の自由度が大きく上がる。そのため、1つのＵＮＩ回線上で両者の接続が可能となるよう、それを阻害する

ような制限が設けられないことを望む。（テレサ協）

○ 既に多数の事業者がＮＧＮとのＩＳＰ接続等を利用して、ＶＰＮサービスを提供している。したがって、ＮＧＮユーザのみを対象とした「ＮＧＮを利用するＶＰ

Ｎサービス」を切り出して規制するような検討はすべきでない。（ＮＴＴ東日本・西日本）
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今般、第一種指定電気通信設備接続料規則の一部改正により、優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能が新たに接続約款のメニューに追加されることになる。
ＮＧＮ上で優先制御したデータ系サービスの提供に当たり、これらの接続メニューを利用する上で留意すべき点はあるか。

提案募集項目

（３）ＮＧＮ上での優先制御を用いたデータ系サービスの提供

主な意見

■優先パケットによるベストエフォートパケットの圧迫（つなぐネット、ＮＴＴ東日本・西日本）

○ ＩＳＰ接続、ＶＰＮ接続及びコンテンツ配信接続等にも提供されるべき。（グッドコミュニケーションズ）

○ 優先パケット機能は、データ系通信サービスでも利用できること、さらに、データ通信系の優先パケットを利用する場合にも、より容量の小さいベースでの

接続ができることを望む。また、優先パケット機能の接続料に関しては、競争力のある料金で利用できることを望む。（テレサ協）

○ ＩＰｏＥ接続事業者と接続する優先転送事業者についても、優先パケット転送機能が利用できることが望ましい。その際に、ＩＰｏＥ接続事業者は特定の優

先転送事業者だけを不当に差別することなく、公平な条件でサービスが提供されることが必要。（テレサ協）

〇 優先転送機能のデータ通信での利用については、音声通信での利用と比べて、ネットワークへの負荷が大きくなる可能性があり、要望事業者と密接に協

議しつつ、丁寧に検討を進めていく考え。また、ＩＰｏＥ接続事業者のみならず、ＩＰｏＥ接続事業者と接続するＩＳＰ事業者においても利用可能であり、テレコム

サービス協会の指摘については、今回の機能提供により実現されるものと考える。（ＮＴＴ東日本・西日本）

■優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能の提供条件（グッドコミュニケーションズ、テレサ協、ＺＩＰ、ソフトバンク、ＮＴＴ東日本・西日本）

○ 優先制御したデータの通信量が過度に増えた場合、優先制御していないデータは、ほとんど通信できない状態が発生する事が想定されるが、収容ルー

タの状態が常に情報開示されるのが望ましく、全く利用できない状態になる可能性があるのであれば、利用者へ事前に情報開示いただきたい。また、優先

制御したデータは、ＮＧＮの設計上、最大で何割程度占めるのかについて情報開示いただきたい。（つなぐネット）

○ 優先転送機能の品質等に係る利用条件や運用ルール等について、個々のご要望を踏まえつつ丁寧に検討を進め、優先転送機能の設計・管理の不具

合によるパケットの遅延やパケットロスに起因した品質上の問題が生じないよう対応していく考え。したがって、優先転送機能を利用したサービスを提供さ

れる他事業者に対し、当社の設備の状態を常に情報開示する等までは行う必要がない。（ＮＴＴ東日本・西日本）
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そのほか、ＮＧＮを活用したデータ系サービスの提供に関して、検討すべき事項はあるか。

提案募集項目

（４）その他

主な意見

■サービス卸の接続メニュー化（テレサ協、ＪＡＩＰＡ、ＺＩＰ、ファミリーネット、ソフトバンク、ＮＴＴ東日本・西日本）

○ 光卸サービスはＮＴＴ東日本・西日本との相対契約であるため各社に提供される条件が不透明であり、業界団体としてオープンな交渉ができない。一方、

ＭＶＮＯでは、接続メニュー、卸メニューもあり事業者が選択できる。ＮＧＮについても、接続事業者が、接続約款による接続メニューを利用して光サービス

機能を提供できることにより、適切な競争環境が構築されることを望む。（テレサ協）

○ 光回線の卸売サービスは、接続事業者に対する卸料金やその他卸条件等については、ＮＴＴ東日本・西日本によって自由に設定されている状況。加え

て、卸条件は、ＮＴＴ東日本・西日本と接続事業者間の個別のＮＤＡの上で開示されており、ＩＳＰ事業者同士のオープンな議論や団体交渉ができない状況。

光回線の卸売サービスと同等の機能を接続料化することで、透明性を確保し、団体交渉やオープンな議論を可能とすることで、より公正な競争環境を作るこ

とが大切。 （ＪＡＩＰＡ）

〇 フレッツ光のサービス卸は小売サービスと同様に、①特定の接続事業者や卸先事業者に接続先に限定できない仕様となっていること、②相互接続通信と

はならないフレッツ光の網内折り返し通信も提供していることから、サービス卸を提供するからといって「卸サービスと同等の機能」のアンバンドルが可能にな

るわけではない。また、「卸サービスと同等の機能」のアンバンドルは、下記のとおり、過去議論されてきた分岐端末回線単位の接続料設定と同様の問題

を引き起こすものであることから実施すべきではない。

・設備構築事業者の投資インセンティブを著しく削ぐことになる。

・設備利用効率を高めようとする接続事業者側のインセンティブが働かなくなり、当社は非効率な設備構築や保守・運用を強いられる。

・その結果、光のトータルコストが上昇するため、ユーザ料金の値上げを招くこととなり、光の利活用促進といった政策目的に反することとなる。

（ＮＴＴ東日本・西日本）
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コンテンツ配信事業者等の各種アプリケーションサーバとＮＧＮを接続するためのインターフェース（ＳＮＩ）について、ＮＴＴ東日本・西日本は、平成20年（2008年）３月から「フレッツ・キャ
スト」の提供を開始した。この「フレッツ・キャスト」のための機能に関して、検討すべき事項はあるか。

提案募集項目

主な意見

■ＳＮＩ接続の開放（グッドコミュニケーションズ、テレサ協、ＪＡＩＰＡ、ＺＩＰ、ファミリーネット、ソフトバンク、ＮＴＴ東日本・西日本）

○ フレッツ・キャストサービスは料金が高いためにコンテンツ事業者の利用が進んでいない。そのため、新たにＮＮＩ接続によるサービスを提供することで、

複数の事業者による適切な競争環境が構築されることを望む。（テレサ協）

○ 既に多数の事業者がＮＧＮとのＩＳＰ接続等を利用して、映像配信サービスを提供している。したがって、ＮＧＮユーザのみを対象とした「ＮＧＮを利用する

映像配信サービス等」を切り出して規制するような検討はすべきでない。（ＮＴＴ東日本・西日本）

■ＳＮＩ接続の細分化等（つなぐネット、ＫＤＤＩ、ＮＴＴ東日本・西日本）

○ ＮＧＮのゲートウェイルータの帯域見直しと合わせて、ＳＮＩ接続のサービス仕様も、基本メニューの細分化やＮＴＴ東日本およびＮＴＴ西日本のハウジング

スペース以外で利用できるようにする等、導入しやすい環境を検討すべき。（つなぐネット）

○ ＳＮＩ収容ルータの接続インタフェースは1Gbpsしか用意されていないが、接続事業者から具体的な要望があった場合は、低速インタフェースや高速イン

タフェース等も提供し、利用するインタフェースに見合った適切な接続料負担で利用できるようにすることが必要。（KDDI）

○ フレッツ・キャストのサービス仕様については今後とも要望を伺いながら改善に努める。現に、「基本メニューの細分化」については、平成29年1月4日より

100Mbpsのユニキャスト通信に機能を特化した「エントリープラン」を提供開始している。また、「NTT東日本・西日本のハウジングスペース以外での利用」

については、もし要望があれば検討する考え。（ＮＴＴ東日本・西日本）



４．ＮＧＮの接続料の算定方法 12

ＮＧＮは、ベストエフォート型と品質保証型のサービスを統合的に提供可能なＩＰ網である。そのため、ＮＧＮの接続料の算定に当たって、最優先通信と高優先通信については、通信品
質を確保するため、通信要求時の帯域に対して一定の帯域を上乗せするＱｏＳ換算係数（最優先通信：1.20倍、高優先通信：1.16倍）が用いられている。また、一般的にＩＰ系の装置価格
については、帯域に応じてスケールメリットが働くことから、帯域換算係数（帯域10倍に対しコストはＮＴＴ東日本：約2.6倍、ＮＴＴ西日本：約2.5倍（いずれも平成28年度適用料金））が用い
られている。

こうしたＱｏＳ換算係数及び帯域換算係数の適用に当たり、検討すべき事項はあるか。

提案募集項目

（１）ＱｏＳ換算係数及び帯域換算係数

主な意見

■帯域換算係数（楽天コム、テレサ協、ＪＡＩＰＡ、ＺＩＰ、ファミリーネット、ソフトバンク、ＫＤＤＩ、ＮＴＴ東日本・西日本）

○ 帯域換算係数の設定によって、大量にユーザを持つ事業者が有利になり今後新規参入する事業者が不利になるようなことは問題。また、ＮＧＮ利用促進

の観点から、接続料単価が事業者やサービスの規模等によって異なることがないようにすべき。（ソフトバンク）

○ 現行の算定では、帯域換算係数を適用することによって、高トラフィックを有する機能のコスト配賦を過度に抑制する算定となっていることから、帯域換

算係数の廃止を前提にコストの配賦方法について見直しを行うべき。（KDDＩ）

○ 帯域換算係数は、ＩＰ系装置の特徴（スケールメリットが働く点）をアンバンドル機能間のコスト配賦に反映するものであり、コストの実態を踏まえた適正なも

の。ＮＧＮのコスト配賦において帯域換算係数を勘案しないよう見直すことは、適切でない。ＮＧＮのコスト配賦方法について見直しを検討するのであれば、

トラヒックの状況も過去の議論の時点とは大きく異なっていることに着目し、収容ルータのコストの扱いについても見直しを検討すべき。これまで収容ルータ

については、そのコストのほぼ全額を収容局接続機能の原価としてきたが、適正なコスト負担の観点から問題がある。よって、収容ルータのコストについ

ても、トラヒック等に応じてＮＧＮの全アンバンドル機能の原価に配賦されるようにする等の見直しをする必要がある。（ＮＴＴ東日本・西日本）

■ＱｏＳ換算係数及び帯域換算係数の検証（グッドコミュニケーションズ）

○ ＱｏＳ換算係数及び帯域換算係数は、その算出根拠の妥当性について毎年定期的な報告をもとめ、第三者による検証を行うべき。

（グッドコミュニケーションズ）
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現行のＮＧＮでは、中継局接続機能のゲートウェイルータの費用（接続用ポートの費用を除く。）は網使用料として回収されているが、他方で、ＩＰｏＥ接続のゲートウェイルータは網改造料

で回収されている。これに関して、検討すべき事項はあるか。

提案募集項目

（２）ゲートウェイルータ（ＩＰｏＥ方式）の網使用料化

主な意見

○ 現在の最小容量が10Ｇｂｐｓ単位の網改造料のため、接続事業者にとっては利用しづらい状況。より小容量の網使用料へと変わるのであれば、接続料

負担が軽減され、ＮＧＮの利活用に繋がる。（楽天コム）

○ ゲートウェイルータ等が高額な網改造によって設定されており、地域事業者の参入が困難。これらの費用を一部の事業者のみで負担するのではなく、収容

局接続機能の原価に算入すること改善が必要。（ＪＡＩＰＡ）

○ ＩＰｏＥ接続のゲートウェイルータの費用についても、ＰＰＰｏＥ接続に係る網終端装置と同様に収容局接続機能の網使用料で回収すべき。（ソフトバンク）

○ ゲートウェイルータについては、これまで接続可能な事業者数に制限があることから、基本的な接続機能ではなく、個別的に用いる機能であり、網改造料

として負担することが妥当。ゲートウェイルータなどの接続用設備については、その設備に係るコストを網改造料として個別負担する代わりに、各々の販

売見込み等の事業計画やサービス品質に関するポリシーに応じて、接続事業者自身が必要な設備量（ポート数、帯域幅）を自由に決定できるようになっ

ている。なお、現行のＩＰｏＥ接続のゲートウェイルータの網改造料でも、ゲートウェイルータに係る費用は接続ポート数およびインタフェース速度に応じて費用

を按分しているため、事業規模が小さい事業者ほど費用負担も軽減されている。（ＮＴＴ東日本・西日本）

■ゲートウェイルータ（ＩＰｏＥ方式）の網使用料化（楽コム、ＪＡＩＰＡ、ＩＰＳ、グッドコミュニケーションズ、ファミリーネット、ソフトバンク、個人、ＮＴＴ東日本・西日本）
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ＮＧＮは、平成20年（2008 年）３月の商用サービスの開始に当たり、中継局接続機能（10Ｇｂｐｓメニューのみ）、収容局接続機能（１Ｇｂｐｓメニューのみ）、ＩＧＳ接続機能、イーサネット接

続機能が接続約款に定められた。これら４つの接続機能の接続料の算定方法に関して、検討すべき事項はあるか。

（３）既存４機能（収容局接続機能・中継局接続機能・ＩＧＳ接続機能・イーサネット接続機能）の接続料の算定方法

主な意見

○ 中継局接続機能において、定額制だけでなく従量制の接続料を設定すべき。また、ＩＰｏＥ接続のみならず音声接続に対しても、より小容量に設定された

網使用料等が検討されれば、接続事業者にとってより利用しやすくなる。（楽天コム）

○ ＩＰ－ＩＰ接続に係る事業者間精算方式については、今後、事業者間意識あわせの場において、定額制に限定せず幅広く検討を行っていく。（ＮＴＴ東日本・

西日本）

■中継局接続機能の小容量化（楽天コム、Ｃｏｌｔ、ＮＴＴ東日本・西日本）
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そのほか、ＮＧＮの接続料の算定方法に関して、検討すべき事項はあるか。

提案募集項目

（４）その他

主な意見

○ 現在のＩＰｏＥ接続用のＰＯＩは東京、大阪のみに設置されており、特に地域事業者の場合は接続に係る負担が大きい。また、一部の地域事業者は地域独

自のサービス等を提供し、地域のＩＣＴを促進している例もある。これらの理由から、ＮＴＴ東日本・西日本においては単県ＰＯＩを設置して頂くよう希望する。

また、地域のＰＯＩをつくることにより、地域に閉じたＶＰＮの構築等、利活用の幅は広いと考えている。（ＪＡＩＰＡ）

○ 現状の東京、大阪のみの接続では、中央集権型のネットワークになっており、災害時には非常に弱いネットワークとなってしまっているため、自律分散で災

害や攻撃に強いネットワークとはほど遠い構造になっている。総務省が進める地域へのデータセンター分散化にしても、肝心のラストワンマイルが東京と大

阪のみでしか接続できないのでは、地方にデータを置く意味が少なくなる。大災害や地方へのデータ移転や活性化、また都市部と地方では差のあるトラン

ジット価格差を少しでも是正するためにも、都道府県単位での接続は必須。（ＪＡＩＰＡ）

○ ＮＧＮとの接続拠点（ＰＯＩ）は、全ての都道府県で事業者が接続できるようにすべき。その際の接続インタフェース条件は、事業者の要望に応じて柔軟に

提供されるべき。（グッドコミュニケーションズ）

○ ＩＰｏＥ接続のＰＯＩ設置場所は、トラヒックが少なかった接続開始時にその構成が効率的であるとして接続事業者と合意の上、東京・大阪の2箇所とした

もの。その後、疎通するトラヒックが増加するにつれて、ＰＯＩ設置箇所の更なる拡大の要望をいただいたことから、接続開始後、真摯に協議を行い、県間

伝送路を利用しない単県ＰＯＩ開設等の対応を行うとともに、今後、トラヒックの多い都道府県単位や地域ブロック単位にＰＯＩ設置箇所を拡大する方向で事

業者間協議が進んでいるところ。これまでＩＰｏＥ接続におけるＰＯＩ設置箇所に係る要望はいただいていないが、具体的な設置場所追加の要望をいただけれ

ば、当社において設備構成、接続条件等を検討させていただく。（ＮＴＴ東日本・西日本）

■ＩＰｏＥ－ＰＯＩの単県化（個人、グッドコミュニケーションズ、テレサ協、ＪＡＩＰＡ、ファミリーネット、ソフトバンク、インターネットマルチフィード、ＮＴＴ東日本・西日本）
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そのほか、ＮＧＮの接続料の算定方法に関して、検討すべき事項はあるか。

提案募集項目

（４）その他

主な意見

○ 設備の費用等を適切に反映すべきであり、実績原価方式を採用すべき。（ケイ・オプティコム）

○ 優先パケット識別機能等を始めとした各機能において、網改造料または網使用料の料金水準だけでなく料金の設定単位にも注意を払っていく必要があ

る。（楽天コム）

○ ＮＧＮ接続料の算定方法については、ケイ・オプティコムの指摘のとおり、当該設備の費用を適切に反映する観点等から、本来、実績原価方式により算

定すべきである。（ＮＴＴ東日本・西日本）

■ＮＧＮの接続料の算定方法の見直しについて（ケイ・オプティコム、楽天コム、ＮＴＴ東日本・西日本）

○ ＮＴＴ東日本・西日本にＰＰＰｏＥの網終端装置増設を申請してから、実施されるまでが半年～１年と長期化している。短納期化をする事で、適切な予測と

投資が出来ることを望む。（テレサ協）

○ ＮＴＴ東日本・西日本とISP事業者等との協議において、ＮＴＴ東日本・西日本の提供するトラヒックレポート機能の計測周期短縮と同レポートをベースとす

る設備増設タイミングの共通ルール化を要望する。（グッドコミュニケーションズ）

○ 直近3ヵ年のＮＴＥに関する建設申し込みから完成までのリードタイムは平均で約半年となっており、リードタイムの長期化は特段生じていないとの認識。

リードタイムの短縮化については引き続き努めていくが、当該短縮化により、装置の在庫が増大する等、当社のみが投資リスクを負うことがないよう対応して

いく必要がある。なお、ＮＴＥの在庫確保等に係るコストをご負担いただければ、短納期で増設を可能とするオプションを検討する。（ＮＴＴ東日本・西日本）

■網終端装置（ＰＰＰｏＥ方式）の短納期化等（テレサ協、ＪＡＩＰＡ、ファミリーネット、個人、グッドコミュニケーションズ、ＮＴＴ東日本・西日本）
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そのほか、ＮＧＮの接続料の算定方法に関して、検討すべき事項はあるか。

提案募集項目

（４）その他

主な意見

○ アクセスＮＷ（収容ルータ～ＯＮＵ（エンドユーザ））間の優先制御機能についても速やかにアンバンドルするべき。（個人）

■その他（個人）

○ ＮＴＴ東日本・西日本の設備開示が十分に行われていないため、ＮＧＮの設備や構成等を接続事業者にオープンにして幅広く議論していくことが必要。ま

た、ゲートウェイルータや網終端装置の仕様等については、個別のＮＤＡの上で開示されていることから、団体交渉ができなくなり、接続事業者が広く情

報を得て議論をする場がなかった。よって今回のようなＮＧＮ及びこれに類するようなネットワークの利用については、オープンでノンバインディングな検討の

場を設けることを要望。（ＪＡＩＰＡ）

○ 当社利用部門と同様のサービスをＮＧＮと接続して実現するために必要となる情報は既に開示している。今後も、接続事業者が新たにＮＧＮを利用する

上で必要な情報の提供・開示には、他事業者の要望も踏まえながら、可能な限り取り組んでいく。なお、ＩＰ網へ移行後は各社のＩＰ網は原則二社間での直

接接続となるため、接続事業者も含め相互に情報提供を進めていくことが重要。また、ＮＧＮについては、これまでも、自主的にオープン化を進め、ルール

に則って対応してきたところであり、テレコムサービス協会の指摘やＪＡＩＰＡの指摘はあたらない。今後とも、他事業者からのご意見を伺いながら、ＮＧＮの

オープン化や利用促進の取組みを積極的に進めていく。（ＮＴＴ東日本・西日本）

■情報開示（ＪＡＩＰＡ、テレサ協、ファミリーネット、ＮＴＴ東日本・西日本）
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その他、接続料の算定、接続の手続、情報開示、コロケーション等の全般に関して、検討すべき事項はあるか。

提案募集項目

主な意見

○ 接続事業者に何らかの影響を及ぼすおそれのある設備については、「網機能提供計画」の届出対象に追加し、その設備に係る機能の変更や追加に関す

るスケジュールや移行方法等を含めた計画や技術仕様を早期に開示できるような措置が必要。（ＣＴＣ）

○ 情報開示の内容等について、丁寧に検討し、積極的な情報開示の実現に向けて対応していく考えであり、ルータ・ＳＩＰサーバ等の設備を「網機能提供計

画」の届出対象にする必要はないと考えるが、仮に必要であるとしても、利用者利便を損なうことがないよう、技術の進展やサービスの高度化に即応可能

とする必要がある。また、機能の廃止にあたっては事業者との間で事前協議を丁寧に行い、廃止・移行に係る接続事業者の対応期間を十分に確保するこ

とから、機能を廃止する計画の「網機能提供計画」の届出対象への追加は不要と考える。（ＮＴＴ東日本・西日本）

■網機能提供計画（ＣＴＣ、ＮＴＴ東日本・西日本）

○ 他事業者が新たに接続を要望すると、ＮＴＴ東日本・西日本が持つ設備とは別に新たに設備を構築しているため、接続事業者は大きな負担を強いられ

ている。ＮＴＴ東日本・西日本と他事業者が同等にサービス提供できるような手当が必要。（ＪＡＩＰＡ）

○ 当社が設備を構築する時点で具体化していない接続事業者の要望については、どのような機能をどのような要件で具備すればよいのか、判断できな

い。仮に判断できたとしても、費用の回収が見込まれない状況では、当該機能を予め具備することは困難。したがって、具体的な要望が明らかになってい

ない段階で、当社が設備を構築する際に、他事業者も同様にその設備を使えるように構築することは困難。（ＮＴＴ東日本・西日本）

○ ＮＴＴ東日本・西日本利用部門が独占的にサービスを提供している事例は多く存在する。根本的原因は、ＮＴＴ東日本・西日本利用部門と接続事業者の

同等性が制度的に確保されていないことである。よって、ＮＴＴ東日本・西日本利用部門と接続事業者の同等性が確保されることが必要。（ソフトバンク）

○ 当社利用部門が新たな機能の利用を要望する際の手続は、接続事業者が事前調査申込を行う場合と同じであり、利用部門が手続き不要で自由に新

たな機能の利用を開始できるとするソフトバンクの指摘は事実と異なる。ＮＧＮに新たな機能を具備する際に情報開示告示に基づき行われる情報開示につ

いては、当社利用部門のみが利用する機能であってもその対象となっており、当社利用部門が利用開始する機能については利用開始の有無すらも接続

事業者に開示されないとするソフトバンクの指摘は事実と異なる。（ＮＴＴ東日本・西日本）

■ＮＴＴ東日本・西日本利用部門と接続事業者の同等性（ＪＡＩＰＡ、ファミリーネット、ソフトバンク）
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その他、接続料の算定、接続の手続、情報開示、コロケーション等の全般に関して、検討すべき事項はあるか。

提案募集項目

主な意見

○ ＯＮＵ一体型ルータ等の宅内装置の販売や、顧客自身による設置を自由に行えるようにすることで、フレッツの料金が低減化するとともに、ユーザが自

由に宅内装置を設置できるようになる。顧客自身で設置できるようにすることで、回線開通の期間をより短縮し、利便性を高めていくことが重要。（ＪＡＩＰＡ）

○ 現在、他事業者がＮＴＴ東日本・西日本のＯＬＴを利用してサービスを提供する場合、ＮＴＴ東日本・西日本が他社に開発を許諾したＯＮＵを利用するほ

かなく、それ以外の企業が製造したＯＮＵを接続することはできない。宅内装置は、技術革新も早く、映像配信等のブロードバンドの進展に大きく寄与する

ものであることから、宅内装置においての競争を促進する必要がある。（ソフトバンク）

○ ＯＮＵは局内装置であるＯＬＴと一体的に機能し、暗号化によるセキュリティの確保や認証等の役割を果たす設備であるため、当社が管理・運営している

もの。当社は複数の形態でＯＮＵの提供を行っているので、これらのＯＮＵと自社端末と組み合わせることにより、柔軟に対応いただくことが可能。

（ＮＴＴ東日本・西日本）

■ＯＮＵの開放（ＪＡＩＰＡ、ファミリーネット、ソフトバンク、ＮＴＴ東日本・西日本）

■光ファイバの耐用年数（ＫＤＤＩ、ＮＴＴ東日本・西日本）

○ 加入光ファイバに係る接続料を低廉化させ、メタルから光への移行を促すために、接続料算定に用いる経済的耐用年数については、政策的に、例えば

5年・10年といった期間毎に、又は、将来原価方式での接続料申請毎に、定期的な見直しの実施を検討すべき。（ＫＤＤＩ）

○ 耐用年数の見直しは、適正な財務会計のために実施するものであり、接続料を低廉化させるために実施すべきものではない。今後、環境や使用実態等

の変化により正確な財務諸表を作成する上で耐用年数の見直しが必要と判断した場合には、適時適切に見直しを行う。（ＮＴＴ東日本・西日本）

■資本構成比の算定方法見直し（ＫＤＤＩ、ＮＴＴ東日本・西日本）

○ 現在の算定のように、「流動資産等」を全て「有利子負債以外の負債」から圧縮するのではなく、「投資その他の資産」（固定資産）は自己資本から圧縮

し、それ以外の「流動資産」を「その他負債」から圧縮した方が、より実態に即した算定になると考える。（ＫＤＤＩ）

○ 自己資本は、当社事業の根幹となる「電気通信事業固定資産」の取得に優先的に用いることが合理的であることから、自己資本は圧縮せずに総額を電

気通信事業固定資産の取得するための資本として見込む現行の算定方法は適正。（ＮＴＴ東日本・西日本）
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その他、接続料の算定、接続の手続、情報開示、コロケーション等の全般に関して、検討すべき事項はあるか。

提案募集項目

主な意見

■分岐端末回線接続料の算定精緻化（ＫＤＤＩ、ＮＴＴ東日本・西日本）

○ 分岐端末回線コストは耐用年数の15年を経過した状況であっても、減価償却費のコストが計上された接続料を負担しなければならず、また、シェアドアク

セスにおいては収容効率の差により、接続料負担の不公平性が生じることになる。したがって、これら不公平性を解消する見直しが必要。（ＫＤＤＩ）

○ 分岐端末回線に係る接続料原価に含まれる減価償却費は、創設費を基に平均的な使用期間である耐用年数で除して算定していることから、減価償却

の状況については適切に反映されている。また、分岐端末回線、主端末回線ともに、個別の芯線の利用期間によらず、網使用料として平均的な料金を設

定しており、コスト負担に不公平性は生じていない。（ＮＴＴ東日本・西日本）

○ ＮＴＴＣｏｍ所有でＮＴＴ東日本・西日本が賃借しているビルにおいても、リソースの空き等の情報の開示を要望。 （ソフトバンク）

○ 今般の事業者意見やリソースの状況を踏まえ、賃借しているスペースの空き等にかかる事前開示に向け、検討を行っていく。（ＮＴＴ東日本・西日本）

○ コロケーションリソースの配分上限値について、事業者一律の設定となっていることに加え、リソースの空きのランクに関わらず同じ上限値が設定され

ているため、少なくともBランク(１８架以下)でのリソースの配分上限値について、４架程度まで引き上げるような検討を行うことを要望する。（ソフトバンク）

○ リソース配分上限値のルール化の原因はソフトバンクによるものだが、同様の要望が多い場合には、配分上限値の見直しに向けた検討を行う。

（ＮＴＴ東日本・西日本）

■コロケーション（ソフトバンク、ＮＴＴ東日本・西日本）

○ スタックテストが有効に機能することが求められるが、合理的であるかどうかの判断基準は明確に規定されていないためより具体的な指針を示すことが

必要。具体的な指針検討に当たっては、接続委員会等のオープンな場で議論することが適当。（ソフトバンク）

○ スタックテストの検証結果により接続料を是正することになった場合の対応方針については、有識者を交えたオープンな場で対応について議論すべき。

また、是正された接続料に関しては、費用や報酬等の情報を事業者にもより詳細に開示することを要望。（ソフトバンク）

○ 固定電話をスタックテストの対象から除外することも含め、検討していただきたい。スタックテストの要件を満たすことを目的として、自己資本利益率を見

直し、接続料水準を抑制するような措置はとるべきではない。（ＮＴＴ東日本・西日本）

■スタックテストの見直し（ソフトバンク、ＮＴＴ東日本・西日本）
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その他、接続料の算定、接続の手続、情報開示、コロケーション等の全般に関して、検討すべき事項はあるか。

提案募集項目

主な意見

○ 現行の接続料規則の中で見直してもスタックテストの要件を満たす事が出来ない場合は、接続料の算定方式そのものを見直すといったより抜本的な改定

が必要。例えば、ＬＲＩＣやプライスキャップ等といった算定方式の導入を中長期的に検討していくことが必要であり、検討する際の材料として、ＮＴＴ東日本・

西日本が、接続料の将来予測検証を可能とする必要情報を開示することを要望。（ソフトバンク）

○ 接続料は、実際に要した設備コストを利用に応じて応分に負担いただくことが原則である。予見性を向上させる観点から、接続料の認可申請に先立ち、

ドライカッパ、接続専用線、メガデータネッツ等の原価、需要、単価等を事前開示してきており、レガシー系設備に係る接続料に関して、接続料原価の増減が

それまでの傾向と異なるような影響を及ぼす設備更改を実施する場合、可能な限り、同様の取組みを実施していく。（ＮＴＴ東日本・西日本）

■接続料算定方法の見直し（ソフトバンク、ＮＴＴ東日本・西日本）

○ NTT東日本・西日本のメタル芯線利用率及び光ファイバケーブルの芯線利用率は、共に低い水準であり、能率的な経営が実施されているとは言い難

いため、ＮＴＴ東日本・西日本においては一層の効率的な事業運営を行うことが必要。未利用芯線や売却目的資産等といった今後電気通信サービスのた

めに利用される見込みのない資産については、レートベースから除くことが適当。（ソフトバンク）

○ メタルケーブル及び光ケーブルについて、未利用芯線も含めて効率的な事業運営を行っており、今後も効率的な業務運営に努めていく。接続料は、未

利用芯線も含め、財務会計において計上された設備コストを利用に応じて応分にご負担いただくことが原則である。（ＮＴＴ東日本・西日本）

■未利用芯線の扱い（ソフトバンク、ＮＴＴ東日本・西日本）

○ ００ＸＹの国際・選択中継呼に関しては、接続約款で基本機能として取り扱えるようになることを希望。（ＩＰＳ）

○ 優先転送機能も今後提供する予定であることを踏まえれば、当社のひかり電話に新たに選択中継のような他のＩＰ電話と異なる特別な機能を導入する

必要はない。（ＮＴＴ東日本・西日本）

■その他（ＩＰＳ、ＮＴＴ東日本・西日本）


